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研究成果の概要（和文）：地域の農業支援組織の協力の下，専門スタッフによる牧草地の正確な植生調査のデー
タ取得やハイパースペクトルカメラで各草種・時期の詳細な分光反射特性の取得を行い，得られたデータを機械
学習にて解析した結果，植生調査について，植生条件によっては97%の高い精度の分類が行うことできた．また
機械作業効率の最適化のシミュレーションにおいて，作業時間を2割程度減らすことができる可能性が示された
ほか，圃場の集約によって，さらに大幅に作業時間を節約しうることを数値的に示した。一方で，酪農家の家計
ベースの経営経済データを，計量経済学的に分析し，酪農家の労働や生産性について考察を行った．

研究成果の概要（英文）：With the cooperation of a local agricultural support organization, a 
professional staff member acquired accurate vegetation survey data of the pasture, and detailed 
spectral reflectance characteristics of each grass species and season were captured using a 
hyperspectral camera. The results of machine learning analysis on the collected data indicated that 
the vegetation survey could achieve high classification accuracy of up to 97% in certain vegetation 
conditions. Furthermore, a simulation of machine work efficiency optimization demonstrated the 
potential for reducing work time by approximately 20%, and numerically illustrated that work time 
savings could be even more substantial through plot consolidation.Concurrently, econometric analysis
 was conducted on household-based managerial economic data of dairy farmers to examine labor and 
productivity.

研究分野：農業経済学

キーワード： 機械学習　ハイパースペクトル　GIS　計量経済分析　酪農　牧草地

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
酪農業において安定的な自給飼料生産は極めて重要である．その中で，草地の管理は大きな課題となるが，植生
調査や植生改善の効果の検証と経営データとの接合は容易ではない．本研究ではハイパースペクトルカメラやド
ローンを用い，機械学習を用いて植生の識別を行った．また，酪農の経営データと結びつけ，計量経済分析を行
った．得られた成果を普及させることで，より簡便な圃場の植生の識別，圃場管理の方法が示される．それらの
自給飼料生産・管理が酪農経営に与える影響を定量的に分析したことで，草地管理が酪農経営にとっても重要で
あることが示唆された．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
酪農業において低コストな自給飼料の利用と生産は，食料自給率の観点からも長年重要視さ
れてきた．しかしながら，飼料自給率は依然低く，生乳の主要産地である根釧地域では，飼料費
の高騰もあり酪農家の経営規模拡大が鈍化していることが指摘されている．国際飼料価格が低
下傾向にあった 1990年まで，酪農家は経営判断として購入飼料に頼ってきたが，価格高騰が始
まった 1990年代以後も飼料生産は伸びず，購入飼料費は生産費全体の 45%に上っていた．自給
飼料を安定的に確保するには，牧草を植え替える草地更新や，輪作等の飼料農地管理が欠かせな
いとされている．しかしながら，自然科学分野では，雑草率や収量等の草地更新の改善効果が実
農家・実圃場で検証されておらず，一方の社会経済分野では，農地管理の費用対効果の分析や，
飼料生産管理を含んだ酪農家家計の経済分析が行われてこなかったという指摘もあった．自給
飼料を基盤とした酪農経営を実現するためには，農地管理をふまえた酪農家経営の定量的分析
が不可欠と考えられ，本研究計画において，特に生産面では，酪農業の圃場の管理や圃場の実際
の植生と，経営とをマッチングさせたデータを整備し，その作業効率や生産効率を分析すること
とした．併せて，酪農家や消費者への聞き取り，アンケート調査によって，経営と併せて実際の
酪農家経営の課題や，消費者の選好についても検討することとした． 
 
 
２．研究の目的 
本研究計画は，農地の管理や投資が酪農経営へ与える影響や，酪農経営にとっての適切な飼料
農地の利用方法について考察することを目的とする．より詳細には，農地管理の植生や収量への
効果や，酪農家経営に与える影響を計量経済学的に分析し，他方で，酪農家や消費者へのアンケ
ート調査とも併せて，酪農業における持続可能な圃場利用についての政策的な含意を得ること
である．酪農業において，実験圃場を対象として研究においては，草地更新や作付けの転換(輪
作など)で植生や収量が改善することが複数報告されているが，農家の実圃場での研究事例は限
られている．草地更新を含めた農地管理について，まず圃場と経営のデータを自然科学・社会経
済の両面から収集し，GIS 上で一致させた上で統計的に分析を行うことで定量的な評価が可能
となると考えられる． 
学術的な独自性について，飼料農地の生産マップ作成とその酪農経営の影響評価を挙げるこ
とができる．本研究での対象地域では，草種毎の初期生育や枯れる早さの違いから，草種が識別
可能という報告があり，それを生かして，本研究はハイパースペクトルカメラを用いて植生や植
物種の違いの識別を行う．また，収穫作業そのものも GPSで追跡・記録し，圃場ごとにどの程
度の収穫時間がかかるのかを計測することで，圃場の植生や地理的特徴，空間的分布による作業
効率への影響についても検討を行う点でも独自性がある．例えば従来の農地の作付け選択は，
100㎡や 1kmなどのグリッド単位での広域の分析が主であったが，日本の農地利用・管理にお
いては，より細かな区画単位での分析が適切である．以上のデータを酪農経営の労働投入や資本
装備率のデータと接合することによって，これまでの農業経済分析の延長として，圃場単位のデ
ータを分析し，酪農経営の効率化，生産性の向上や収益性についての考察を得ることができると
考えられる． 

 
 
３．研究の方法 
本研究の対象地域は北海道東部の酪農地帯である．まず，ハイパースペクトルカメラやドロー
ン，衛星画像での植生観察と画像解析 を行った．地域の農業支援組織の多大な協力のもと，植
生調査への参加や同地点での 5，6，10，11 月のハイパースペクトルカメラとマルチスペクトル
衛星画像のデータ取得を行った．牧草地の草種は，チモシーやオーチャード，クローバーのほか，
シバムギやメドウフォックステイルのような雑草が含まれる．これらのデータを機械学習を用
いて識別することで，植生の良否や植物種を識別した．また，農業支援組織の協力の下で GPS で
収穫作業時間や作業工程，収穫時期を把握した．圃場の植生や地理的条件と，作業時間を計測し
た．それらの要因と収穫量や労働時間との関係について，統計分析・計量経済分析を行い考察し
た．このとき，作業順の最適化による労働時間改善のシミュレーション分析も行った．さらに，
酪農家に対して，酪農経営データを得たほか，追加のアンケート調査を行った．調査項目は，飼
養頭数や労働力，資本装備，圃場管理や，牛群の管理，清掃，搾乳などの各種の労働時間，作業
委託の有無や作業委託費用，ロボット搾乳等の新技術の導入状況等である．このデータと圃場の
データを結合し，農家の生産性について分析を行った．他方で，農家のアニマルウェルフェアや
GAP 制度の導入，新技術の導入等の質的な調査，消費者に対するアンケート調査も別途行った．
最終的に，飼料用農地の植生や収量と作付け，農地管理，酪農経営データやアンケート調査結果
について経済分析を行った．  
 
 



４．研究成果 
 画像解析や機械学習にかかる分析においては，農地区画の自動識別を独自に行い，また、トウ
モロコシ等の畑と牧草地，更新草地の識別を行った．オブジェクトベースの画像解析によって農
地区画の識別を行い，それをマッチングさせることによって画像解析の正確性が向上し，計量経
済分析においても有効なデータセットが作成できることを示した．また，5，6，10，11 月のハイ
パースペクトルカメラのデータを用いて，植生の良否や植物種を識別し，特に植生の良否につい
て，97％という高い精度での識別することを示した．GPS による作業効率についての分析しどの
ような作業機械の適切な配備による作業効率最適化のシミュレーションを行った結果，作業時
間を 2割程度減らすことができる可能性を示したほか，圃場の集約によって，さらに作業時間を
半分程度に節約しうることを数値的に示した．また，圃場管理について，草地更新と呼ばれる永
年牧草地の耕耘・すき込み・牧草播種作業に対する投資についてみると，飼養頭数一頭あたりの
圃場面積が少ない酪農家の方が圃場への投資が行動が多く，それには空間的な波及効果がある
という結果が得られている．現地での聞き取り調査のなかから，農家間でも草地管理の勉強会な
どが開かれるケースも多く，そのようなネットワークが草地管理の空間的な集約を生んでいる
可能性もある．別途行った酪農家への GAP 制度導入調査においては，廃棄が減少し生産量が増大
するならば，事務的な手間や申請の費用があったとしても GAP 制度申請に積極的であるという
ことが示されている．そのほか，消費者にとっても，環境や労働において優れた取り組みをして
いる食品・農産物に対してより高い支払意思額が示されることが明らかになった．ただし，いず
れの結果においても，労働時間や作業時間等のパラメータは有意かつインパクトが大きく，環境
改善等の取り組み導入において，以下にしてその導入の作業的な障壁を取り除くことができる
のかが鍵となることが示された．さらなる研究成果については，現在も発表を準備しているとこ
ろである． 
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